






















































































































































































の先駆的国有化が「ロンドン旅客運輸法」（Ｌｏｎｄｏｎ Passenger Transport Act,
1933）の成立であり，その結果成立したのが「ロンドン旅客運輸公社」で
ある。この「公共企業体」(Public Corporation)という初めて登場した企業
形態はロブソン(W. A. Robson, 1960, p. 28)によれば，「公企業の一器官」





































































































































































































p｡ 54fl)。「国有化産業の財政的・経済的義務」(Cmnd. 1337, HMSO, April
1961）によって，資本投資に関する収益率を公表することを求められたか
らである。それまでは，コストの回収目的の経営をもとめらえていたが，
これを契機に投資についての成果基準を明確にすることが要求されるよう
になった。 1967年にはさらに変更が加えられ，投資基準として割引率を
８％と採用することとされた。 1967年白書では，財政収支目的より効率
的価格政策・投資政策の採用を重視する方向が打ち出された。しかし，国
有化産業に関する特別委員会は，国有化産業の能率を判定するのに単一の
目標収益率を設定することに反対した。その理由は，①全産業に平均収益
率を採用することは，大きな額のクロス・サブシダイゼーション（相互補
助）を隠し，したがって非効率な価格政策になるからである（「クロサブの
罠」），②目標収益率は投資決定のルールたりえない（「投資決定ルールの陥
穽」）の２つである。これをめぐって新たな論争がうまれたが，国有化産
業の成果基準としての目標収益率と効率価格は必ずしも財政的義務に変わ
りうる基準とはなりえない。その理由は，目標収益率規制は国有化産業の
独占力を行使しやすいとか，恣意的に利用されてしまうとかの問題を含む
からである。それよりアメリカの公益事業規制において収益率規制が長く
利用され，その欠点が広く認められることも影響している。非能率の原因
はむしろ政治からの独立性が欠如しているために，理論的整合性よりもさ
まざまな要素を加味して決定されるところに原因があるというのがほぼ一
致した見方である。このことは投資決定プロセスを改良し，精緻化しても
満足のえられる結果は出てこないことを意味する（プロセス・イノベーショ
ンの不完備性）。その結果，1970年代には財政問題が政治問題になり，民
営化（ストラクチャー・イノベーション）への転換を模索することになった。
それが1979年に誕生したサッチャー政権の民営化政策である。しかし，
すべての民営化政策が成功するという保証はない。民営化を基軸にしなが
らも試行錯誤の繰り返しによって新しい時代の組織形態を模索することに
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ならざるをえないであろう。
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